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報告の構成

•日本の現状、これまでの推移
•省エネ対策
•日本全体のエネルギー消費削減可能性
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気温上昇1.5℃、2℃のための世界のCO2排出削減
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IPCC1.5℃特別報告書をもとに作成

1.5℃気温上昇(産業革命前比)、早ければ2030年にも。この10年の対策が重要。
気温上昇1.5度
カーボンバジェット:世界の排出の10-18年分
世界のCO2排出削減経路例：2030年▲45%(2010年比)、2050年排出ゼロ
気温上昇2度
カーボンバジェット:世界の排出の18-21年分
世界のCO2排出削減経路例:2070年頃排出ゼロ
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日本のエネルギーと電力消費量、CO2排出量
2010年以降省エネ進展
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4経済産業省「総合エネルギー統計」
環境省「温室効果ガス排出インベントリ」より作成

原発事故(2011年)以降に省エネ進展。
2018年度にいずれも2010年度比約10%削減。
CO2と一次エネルギーは1990年水準まで低下

原発事故

世界同時不況

欧州では英独など90年比3割前後削減の国も



資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」「エネルギー需給実績」などより作成。

各部門のエネルギー効率の推移
2010年まで停滞、原発事故後改善
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・生産量・指数、床面積、世帯数、輸送量あたりのエネルギー量
・家庭は90年より2割改善。
・産業（工場等）、業務（オフィス等）、運輸貨物（トラック）は1990年水準より若干改善
・運輸旅客（乗用車等）は悪化

技術進展にもかかわらず2010年まで停滞
1990年より
エネルギー効率悪化

1990年より
エネルギー効率向上



日本のCO2排出割合
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左：発電時の排出を発電所の排出とした場合、 右：電気の消費側の排出とした場合

発電時の排出を発電所のものとカウント
すれば、発電所と工場で3分の2を排出

発電所＋⼯場66%

環境省「温室効果ガス排出インベントリ」より作成
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省エネ対策
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「設備投資」と「我慢」模式図
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省エネ設備投資

我慢（省エネ行動の一つ）は毎年続けないと後戻りしてしまう可能性。
省エネ設備投資は一度実施すれば後戻りしない。翌年は別の対策を実施し、
「対策の積み重ね」で増やしていくことが可能。
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省エネ対策〜経営判断と現場の努力

（１）建物と機器
の基本性能

省エネ

エネルギー消費、CO2排出

更新時の省エネ機器導入

（３）最適制御・
使い方（技術のプ
ロのレベル）

省エネ（２）性能向
上、無駄削減の
ための改修

省エネ改修（配管断熱、熱回収、インバータ化、
など）。設備更新時に一体実施も可能。

省
エ
ネ

最適制御。制御システム導入の手段も

（４）現場の努力
省
エ
ネ

設備投資・改修・技術運用があると、
現場の努力も活きる。

設備投資権限のある経営者の判断が重要。政策や公的情報がそれをサポート。

エネルギー消費、CO2排出

エネルギー消費、CO2排出

エネルギー消費、CO2排出

設備投資との連携あり
設備投資との
連携なし
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有効に使っているエ
ネルギーは３分の１。
残りは熱として捨て
ている

日本のエネルギーの３分の２は無駄に
→大きな省エネの可能性

6割ロ
ス

8割ロ
ス

エ
ネ
ル
ギ
｜
消
費

有効
利用

発電所などで
約３分の１がロス

工場など
に届く前
のロス

工場・オ
フィス・
家庭・車
でのロス

工場・オフィス・
家庭・車で約３
分の１がロス

10
平田賢「21世紀:水素の時代を担う分散型エネルギーシステム」,vol.54-No.4,機械の研究,2002をもとに作成



発電所の省エネ
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火力発電所の省エネ、発電効率の差

• ばらつき要因は設備の
性能。

• LNG火力発電所では技
術進展(他は余り進ま
ず)。

• 発電効率のよい方が、
燃料消費もCO2も燃料代
も削減

• 今後は火力全体を減ら
す。効率の低い方から
停止・廃止

従来型
(蒸気タービンのみ)

発電効率
約40%

1100℃ガスタービン
+

蒸気タービン

発電効率
約43%

1300℃ガスタービン
+

蒸気タービン

発電効率
約50%

1500℃ガスタービン
+

蒸気タービン

発電効率
約53%

1600℃ガスタービン
+

蒸気タービン

発電効率
約54%

東京電力川崎
2-2,2-3列

中部電力西名古屋
関西電力姫路第二

東京電力川崎1,2-1
千葉3,富津4

中部電力新名古屋8
関西電力堺港

東京電力
千葉1,2、品川、富津2,3
中部電力新名古屋7
関西電力姫路第一
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工場の省エネ対策
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工場の省エネ(熱利用)の劣化

• 配管保温が不十分な箇所からの熱漏洩防止、蒸気漏れ防止

• 配管保温をしていても、保温材劣化によるロス（上図）。これが工場のエネル
ギーの約1割。

• 省エネ事業で保温強化事例多数。

配管断熱、蒸気漏れ

劣化による事故件数

（省エネルギーセンター：総合資源エネルギー調査会省エネ小委員会第３回資料２）
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一定運転→出力調整が必要（設備対応は？）

対応技術

電気 • モーター、ポンプ、ファ
ンの出力調整可能技術
（インバータ化など）

• コンプレッサーなど運転
台数を変化

熱 • ボイラーなど小口化、運
転台数を変えて制御（効
率化）

総合資源エネルギー調査会省エネルギー小委員会第３回会合 資料２、省エネルギーセンター報告資料

従来型は常にフル出力
→需要に応じて出力変動可能に
（大きな省エネに）



製造業のエネルギー効率の推移
1985年頃から製造業のエネルギー効率は停滞

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

生
産
指
数
あ
た
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
推
移
(
1
9
7
3
=
1
0
0
)

製造業平均

素材系平均

鉄鋼

化学

窯業土石

紙パルプ

非素材系平均

日本エネルギー経済研究所計量分析ユニット編 「エネルギー経済統計要覧」2019」より作成



素材製造業の他社並み対策による省エネ可能性(2018)
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業種平均→業種優良事業所（優良工場で取り入れている技術を採用。改修を含む）で
大きな省エネ

資源エネルギー庁省エネ法ベンチマーク実績公表資料より作成

石油化学は今後目標強化？（他業種は目標達成が増えると目標強化してきた）



工場の省エネの例
• 非素材製造業（食料品、機械など）の対策実施。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

環境省補助事業

環境省自主参加型排出量

取引

ESCO事業(産業)

補助事業は岡山県での対策診断実施の平均。投資回収3.7年
自主参加型排出量取引は参加企業の排出量規模(全体で100万トン超)の大きい1期から4期の平均。
ESCOは設備更新のあるものの平均。
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工場の省エネ例（主に電気）

旧型の特殊空調(クリーンルー
ム、恒温室用など。1年中使
用)
旧型:新型の2倍のエネルギー
を使用

厳しすぎる温度湿度設定運用
(夏も冬も20度±1度で湿度

±10%など)

設備更新でエネル
ギー▲50%の事例。

設定変更でエネル
ギー▲40%の事例。

旧型の従業員用照明・空調
ボイラー暖房、旧型集中型冷

暖房設備、水銀灯、旧型蛍光

灯などなど

空調は▲50%以上、照明も
▲50%以上の可能性

設備更新などでエネル
ギー▲50〜70%(再エネと
あわせ購入電力▲92%)の事例。

旧型各種生産設備
出力制御しにくい送風機やモー
ター、過剰なコンプレッサー
（空気漏れも）などなど

設備更新・改修・運用

でエネルギー
▲50%の可能性

• 光熱費削減で
投資回収。回

収後は利益。

• 省エネ設備投
資→受注する

国内企業に利
益



工場の省エネ:熱の有効利用
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各工程でボイラー使用
→高温工程の排熱を低温工程
で利用、低温工程ボイラーを
廃止（熱のカスケード利用、
熱の使い回しという）

需要に関係なく大型機器を使
用（ボイラー）
→小型機器を何台か使用、需
要に応じて台数を変える

設備更新・熱の回収利

用でエネルギー
▲30-50%の事例。

エネルギー▲20-40%
の事例。

中温熱生産工程(100〜200℃程
度)→電気ヒートポンプ転換

エネルギー▲70%以上の可能性
+再エネ転換が容易に
(注:熱の使い回しをしている工程に注意)

低温熱生産工程(低温乾燥、低
温加熱など、100℃未満)、暖
房のボイラー熱(100℃未満)→
電気ヒートポンプ転換

エネルギー▲70%以上の可能性
+再エネ転換が容易に
(注:熱の使い回しをしている工程に注意。
また再エネ転換は条件が合えば再エネ熱利
用も考えられる)

• 光熱費削減で
投資回収。回

収後は利益。

• 省エネ設備投
資→受注する

国内企業に利
益



オフィス、家庭の省エネ対策
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オフィスなどの他社なみ対策による省エネ(2017)

2017年度各業種平均から優良事業者(上位15%)レベルになった時の削減。

業種平均→業種優良事業所で大きな省エネ

東京都環境局排出量取引制度報告資料より作成
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東京都の民間事務所の床面積あたりCO2排出量(2015)
効率に差
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対策
終了後

新設の施設が
目指す水準

原単位の悪い事業者は光熱費
も同業他社より多く支払って
いる。

東京都の民間オフィスの例(2015)
・同じ業種の事業所でも、効率（CO2原単位な
ど）に大きな差。現在

（平均より悪い例）

省エネ設備投資

東京都環境局排出量取引制度報告資料より作成

効率が良い
（模範）

効率が悪い



24エネルギー・環境に関する選択肢ごとに国民生活への経済影響を解析
独立行政法人科学技術振興機構低炭素社会戦略センター



業務部門の省エネ例（主に電気）

特殊空調(冷凍倉庫、マシン
ルームなど。1年中使用)
→省エネ冷凍空調設備

マシンルームなどの厳しすぎ
る温度湿度設定運用(夏も冬

も20度±1度で湿度±10%等)

設備更新でエネル
ギー▲20-50%

設定変更でエネル
ギー▲20-30%

旧型空調特に旧型集中型冷暖
房設備→省エネ空調（可能な

ら個別空調）

設備更新などでエネル
ギー▲30〜70%

旧型電気設備
出力制御しにくい送風機やポン
プ

設備更新・改修エネ
ルギー▲30%

• 光熱費削減で
投資回収。回

収後は利益。

• 省エネ設備投
資→受注する

国内企業に利
益旧型照明、特に水銀灯、旧型

蛍光灯など→LED

設備更新などでエネル
ギー▲50%
新型蛍光灯→LEDでも▲20%
スイッチ小分けで更に削減

電気温水器（ヒーター）
ヒートポンプ化でエネル
ギー▲70%以上
再エネ転換なら太陽熱温水器も



業務部門・家庭部門の省エネ:熱の有効利用
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断熱建築物
日本型ゼロエミッションビル
(ZEB)(またはZEB ready)
さらに欧米なみ断熱ビル

断熱基準比▲5割
無断熱から見れば

エネルギー▲7割
(欧米型はもっと削減)

暖房のボイラー熱など→電気
ヒートポンプ転換

エネルギー▲70%
以上の可能性

• 光熱費削減で
投資回収。回

収後は利益。

• 省エネ設備投
資→受注する

国内企業に利
益

断熱住宅
日本型ゼロエミッション住宅
さらに欧米なみパッシブ断熱
住宅

断熱基準比▲5割
無断熱から見れば

エネルギー▲8割
(欧米型はもっと削減)

他にも省エネ技術多数。



運輸部門の省エネ対策
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運輸部門の輸送量あたりエネルギー消費量(2018)

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

タクシー

自家用乗用車

航空
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輸送量あたりエネルギー消費量

[MJ/人キロ]
0 5 10 15 20

航空

トラック

船舶

鉄道

輸送量あたりエネルギー消費量

[MJ/トンキロ]

運輸旅客 運輸貨物

経済産業省「総合エネルギー統計」、日本エネルギー経
済研究所「エネルギー経済統計要覧2019」より作成

トラックは船舶の10倍。乗用車はバスの2.5倍、鉄道の11倍。
電気は二次エネルギーで計算。
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乗用車の大きさ別燃費

•同じ大きさ、重さでも、燃費基準を大きく超える優良(省エネ)車がある。
•大型化すると極端に燃費が悪い。これはハイブリッド車でも同じ。
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1531-1650
1651-1760
1761-1870
1871-1990
1991-2100
2101-2270

2271-

乗用車燃費[km/L](2020年燃費規制)
車
両
重
量
[k
g]

2020年燃費規制[km/L] トップランナー(HV除く)

トップランナー(HV含む)

軽自動車

小型乗用車
(5ナンバー車)

普通乗用車
(3ナンバ車)

総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会自動車判断基準小委員会・交通政策審議会陸上交通分科会
「自動車部会自動車燃費基準小委員会合同会議 最終取りまとめ」、国土交通省燃費情報より作成

効率が悪い 効率が良い

HV:ハイブリッド⾞
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運輸部門の省エネ（車を中心に）

30

ガソリン乗用車の燃費のよい
車への更新による燃費改善

エネルギー▲2〜4
割

乗用車の電気自動車転換
エネルギー▲70-
80%の可能性
(ガソリンと電気のエネル
ギーで比較。一次エネル
ギー換算しない)

• 光熱費削減で
投資回収。回

収後は利益。

• 省エネ設備投
資→受注する

国内企業に利
益

バス、トラックの燃費のよい
車への更新による燃費改善

エネルギー▲2割



再エネとの関係
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エネルギー利用と再生可能エネルギーの用途

電気

高温熱

低温熱
(100℃未満)

運輸燃料
（乗用車、バス、

トラック）

再エネ電力に転換。

「中温熱利用」は電化＋再エネ電力などで対応可能。

「低温熱利用」では太陽熱利用や工場排熱なども利
用可能。ヒートポンプ利用＋再エネ電力利用も可能。

対策がしやすい用途。

「運輸燃料」のうち、船舶、航空での再エネ利用に
ついては現在技術開発中。実現すれば電力化＋再エ

ネ電力などで再エネ転換可能性。

中温熱
(100-200℃)

運輸燃料
（船舶、航空）

「運輸燃料」のうち乗用車、バス、小型トラックな
どは電気自動車が商品化。大型長距離トラックも間

近。電化＋再エネ電力利用などで再エネ転換可能。

「高温熱利用」では再エネは限定（バイオマスな
ど）。現在技術開発中。



省エネ・再エネ対策の模式図
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（光熱費もおそらく半減） 33



再エネ拡大時の省エネ
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太陽光風力 水力など

火力など 需要

風力・太陽光

火力、
揚水発電

一般水力
など

変動再エネ電源を使いこなす
ために

34

エネルギー消費
全体削減（基本）

• 夕方の需要削減
• 夕方・夜から太陽
光の卓越する昼へ
のシフト

再エネ化のための電化
その際の省エネ



日本の2050年削減対策
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省エネ対策

部門 2030年度まで 2050年度まで

産
業
部
門

素材製造業（鉄鋼、
セメント、化学工
業、製紙）

省エネ法ベンチマーク水準を各業種で達
成
電炉割合50%

2030年水準維持
電炉割合70%

非素材製造業、非
製造業

生産設備：補助事業やESCO等の実績水準
冷暖房照明は業務部門なみ改善

2030年水準維持

運
輸
部
門

旅客 乗用車、バスの平均燃費は現在の燃費規
制のトップレベルに
自家用乗用車で電気自動車普及20%、タ
クシー・バスで3%

乗用車、バスは電気自動車転換
鉄道、船舶、航空は2030年水準維持

貨物 トラックの平均燃費は現在の燃費規制の
トップレベルに
トラックの電気自動車」普及3%

トラックの90%を電気自動車に転換
トラックの一部、鉄道、船舶、航空
は2030年水準維持

業務部門、家庭部門 照明・機器の省エネ機器転換、断熱建築
普及

断熱建築普及

新技術開発を見込まない。（トラックの電気自動車化のみ。商品化間近）
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再生可能エネルギー普及、燃料転換(天然ガス転換)

対象 2030年度まで 2050年度まで

電力 再エネ拡大(約44%)、
石炭石油火力終了、残る火力はガス

再生可能エネルギー転換

熱利
用

業務・家庭(低温熱
利用)

再エネ拡大、一部天然ガス転換 再生可能エネルギー転換

高温熱（鉄鋼高炉） 石炭利用、一部天然ガス転換 石炭利用、一部天然ガス転換

高温熱（高炉以外） 一部天然ガス転換 天然ガス転換

産業中温熱利用 一部天然ガス転換、一部電化、排熱
利用など

一部電化（再エネ電力使用）、天然ガ
ス転換

産業低温熱利用 再エネ拡大、排熱利用 再生可能エネルギー転換

運輸
燃料

乗用車、バス、ト
ラック

電気自動車導入 電気自動車転換（再エネ電力使用）
トラックの一部は天然ガス

船舶、航空 石油利用

原子力は見込まない。
CO2回収貯留などは見込まない
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エネルギー消費量
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▲60%

(1990年比)

▲95%

(1990年比)

エネルギー起源CO2排出量

世界で、2050年頃にCO2排出ゼロ、再エネ100%が可能との研究多数。

日本では槌屋の研究で2050年再エネ100%。

歌川・外岡「2050年に向けた技術対策および人口減社会のスリム化 によるエ

ネルギー需給とCO2削減可能性」、エネルギー資源学会講演論文集2017より作成



対策による光熱費減(2018-2050)と累積対策投資額
対策なしの場合に比較し対策ケースで光熱費が大きく削減、全体として投資回収可能と推定。

0 200 400 600

光熱費減

対策投資

累積額[兆円]

燃料単価はIEA世界エネルギー需給見通し2018年版で計算。

省エネ設備単価は現状通り。

再エネ電力は、太陽光、風力とも、2030年に2018年の国際価格に下がると想定。
割引率3%で計算。
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費用対効果

この会社はトータルでコストがマイ
ナス（省エネで得に）になる例。

投
資
回
収
年

削減目標

クレジット購入
機器の省エネ

再生可能エネルギー

（余裕をみて）
ここまでの対策を実施

削減量

建物の
省エネ

使用期間内なら負担減、それ以上なら負担増

投資回収年：初期投資を光熱費減で何年でもとがとれるか。
費用は、初期投資だけでなく光熱費減も入れたトータルを考えることが必要

機器使⽤期間(10〜15年)

建物など使⽤期間(20年以上)

CCS(CO2固定貯留)

この２つは投資改修不可能。
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日本のCO2排出、GDP、雇用

内閣府国民経済計算、経済産業省工業統計、
排出量公表制度データより作成

0% 20% 40% 60% 80% 100%

CO2

GDP

雇用

大排出６業種 その他第一次第二次産業

第三次産業 運輸

家庭

注：大排出６業種は、火力発電、高炉製鉄業、化学素材（ソーダ工
業・石油化学基礎製品など）、洋紙製造業・板紙製造業、セメント製
造業、石油精製業。(2015年段階)
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GDP(国内総生産)と温室効果ガス排出

ドイツ(1990年=1) 日本(1990年=1)

※ドイツに限らず、EU全体と欧州20数ヶ国が日本より高い経済成長率でかつ排出削減。
産業のサービス化と、省エネ・再エネ産業のようにCO2削減を仕事にする産業が発展。

気候変動枠組条約温室効果ガス排出インベントリ
OECDGDP統計、より作成
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まとめ

•パリ協定、IPCC1.5℃特別報告を契機に世界で将来の脱炭素
に向けた動き。省エネも対策の柱。

•既存優良技術の広範な普及で、エネルギー半減などの大き
な削減が技術的に可能。

•エネルギー総量削減に加え、変動再エネにあわせた省エネ
対策が可能。

•対策費・設備投資費は一般に光熱費減より小さい。対策は
光熱費としてほぼ域外流出していたお金を市内で循環。対
策が地域発展に寄与すると期待される。
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